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（出所）国土交通省HP 令和2年11月20日
http://www.asset-b.net/files/forum/2020/02.pdf

http://www.asset-b.net/files/forum/2020/02.pdf


2．ESG不動産の主な評価・認証制度の概要
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2．ESG不動産の主な評価・認証制度の概要
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E

１ 総合環境性能評価・認証制度
CASBEE不動産、CASBEE建築等 日本
DBJ Green Building認証 日本
LEED アメリカ
BREEM イギリス（欧州）
BOMA360 アメリカ

2不動産会社・ファンド向け認証制度
GREDB 全世界

3省エネルギー関連の認証制度
BELS（建築物省エネルギー性能表示） 日本
Energy Star アメリカ

Ｓ
Well Building Standard アメリカ
CASBEE ウェルネスオフィス 日本

G

ISO9000（品質） 全世界
ISO14000（環境リスク） 全世界
ISO41001（ファシリティマネジメント） 全世界



3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に
与える影響に関しての先行研究
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3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（1）評価・認証を受けたESG不動産の経済効果を分析する意義
本稿では、ESGに配慮していると評価・認証を受けた不動産の価値が上がり、そのコ
ストに見合ったリターンがあれば、投資家も購入者・賃借人等の利用者もそれを望
み、我国の不動産市場は自ずと脱炭素・持続可能な社会に向かって行くのではない
かという仮説を立てる。
そのためには、コストとリターンをある程度予測できる状態にしておく必要があろ
う。そこで、前記の評価・認証を受けた不動産のリターンを分析するため、先行研
究をまとめ分析する。まとめ方としては、不動産鑑定評価基準を1つの指標とするが、
現行の不動産鑑定評価基準では、建物の価格形成要因に「省エネルギーの対策の状
況」があるが、環境（E）ファクターのうちの一部を取り上げているに過ぎないので、
ESG事象が不動産鑑定評価に影響を与える可能性、特に、ESGの対象が建物及びその
敷地の場合、原価法と収益還元法を適用するため、それぞれの手法の中で用いられ
るファクターを整理する。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（1）評価・認証を受けたESG不動産の経済効果を分析する意義
第一に、ESG不動産は一般的にはコストがかかることから、再調達原価が通常より高くなる場合があり、

原価法を用いた場合の積算価格は上がると考えられる。ちなみに、CASBEEのB＋からSに上げるのに
10％程度コストアップするとの調査結果がある。

第二に、ESG不動産は一般に投資の対象になることが多いので、その価格決定には投資対象となる不動産
の収益性に着目した収益還元法が特に重視される。ESG不動産であるために賃料が高く収受できた場
合と、たとえばLED照明や高断熱性、太陽光発電等により光熱費を中心としたコスト削減が実現し、
費用が減少した場合、いずれも純収益が増加することで収益価格が上がる。

第三に、ESG不動産であるがため還元利回りを低く設定する可能性も考慮すべきである。還元利回りはリ
スクフリーレートに不動産の種々のリスクプレミアムを上乗せしたものであり、この不動産のリスク
には、将来の環境関連規制の厳格化リスクも含まれている。昨今における脱炭素社会実現に向けての
制度改正とその方向性は、理論的には還元利回りを低く設定することが考えられる。

第四に、ESG不動産であることで、そうでない不動産と比較して、売却・賃貸までの時間を短縮できると
いう効果があるのではないか。いわゆる市場滞留期間の短縮効果といえよう。

上記の視点から、売却価格、賃料、還元利回り、光熱費等費用、市場滞留期間に分けて評価・認証を受け
たESG不動産の経済的な効果を分析する。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究



11

（2）先行研究の紹介と分析
①売却価格プレミアム
1.Dian and Miranowski (1989)：住宅市場において、エネルギー効率を高めることで住宅価格が上がることを

示している。
2. Brown＆Watkins（2016）：一戸建て住宅（Single-family Residential）について、LEEDのGreenPremiumと

ENERGY STAR認定の一戸建住宅は平均4.3%高めの代金となっているが、購入者
の満足度が高まる。

3.植田（2007）：約10%の費用負担を受容しても高い環境性能や環境負荷低減性を重視する評価項目は
「LR-1建築物の環境負荷低減性」に多く、費用負担意識が相対的に低い評価項目は「LR−3
敷地外環境」に多いと。

4. Shimizu (2013)・Fuerstand Shimizu (2016) ：高い学歴・所得層の購入者ほど高い経済プレミアムを支払っ
ている。

5.梶塚・有田(2018)：環境性能の市場価値と消費者重要度との関連性について、おおむね正の比例関係に
ある。「省エネ法」や「建築物耐震改修の促進に関する法律」など、社会的重要性の
高まりを受けて、長年政策的に支援されてきた環境性能でもあり、その結果として、
建築主が自主的にこれらの環境性能について意識するようになり、現在の市場価値形
成に結びついている可能性も考えられるとしている。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（2）先行研究の紹介と分析
②賃料プレミアム
1.Banfi et al (2005)：省エネ手段を講じた賃貸住宅であれば最大で13%高い賃料を設定してもテナント契約

する可能性がある。
2.Eichholtzetal.(2010)：LEED認証で5.8%、EnergyStar認証で2.1%の賃料プレミアムが生じている。
3.FuerstandMcAllister（2011）：LEED認証ビルについて賃料プレミアムが5%程度、取引価格のプレミアムは

約30%ある。
4.Institute for Building Efficiency, Assessing the value Green Buildings（2012）

概要 通常の物件との差
賃料 2～17％ 上昇

再販売価格 5.8％～35％ 上昇
稼働率 0.9～18％ 上昇
営業経費 30％ 減少

純営業利益率 5.9％ 増加
還元利回 0.50～0.55％ 減少
生産性 4.88％ 向上

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（2）先行研究の紹介と分析
②賃料プレミアム
5.ザイマックス不動産総合研究所：CASBEE・CASBEE不動産・DBJ Green Building認証のうち1つでも取得し

ているビルは取得していないビルに比べ、約4.4％賃料が高い。
6.スマートウェルネスオフィス研究委員会：「CASBEEビル（CASBEEの認証取得あるいは地方自治体への届

出を行っているビル）は非CASBEEビルに比べて賃料が坪当たり約564円（賃料比
3.64％）高い」「CASBEEランク1ランクあたり、賃料が坪当たり約264円（賃料比
1.7％）高い」「CASBEEスコア1点あたり、賃料が坪当たり約79円（賃料比約
0.46％）高い」。

7.日本不動産研究所：DBJ Green Building認証と賃料の相関関係を調べた結果によれば、2016年は11.4％
（10％有意水準）、2017年は11.9％（5％有意水準）、2018年は12.2％（1％有意水
準）、2019年は6.9％（1％有意水準）とそれぞれ高いとする結果が報告されている。
2020年については、当該認証保有物件はそうでない物件に比べて5.9％賃料が高い
（４つ星～５つ星群について）と報告されている。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（2）先行研究の紹介と分析
③還元利回り（キャップレート）
1.日本不動産研究所：DBJ Green Building認証とキャップレート（還元利回り）の相関分析によれば、DBJ 

Green Building認証を取得しているオフィスのキャップレート（決算時公表データ）は
認証のないオフィスと比べて、2019年は7.5bp低く、2020年は11.5bp低い。

2.CASBEE不動産認証を受けた不動産：キャップレートに負の影響を与えて、当該認証取得物件がキャップ
レートを低下し、同じく物件価格としては上昇しているという結果が
報告されている。

以上から、不動産売買取引マーケットにおいて、ESGに配慮された不動産をそうでない不動産と比較して、
優位性が認められる場合には、鑑定評価においても還元利回りの低下要因となり得るといえよう。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（2）先行研究の紹介と分析
④光熱費等の低減効果
1.Banfi et al(2005) ：省エネ手段を講じた建物に対し賃借人は最大で13%高い賃料を支払ってもよいとする

調査結果を公表している。
2.Dian and Miranowski(1989)：住宅市場において、エネルギー効率を高めることで住宅価格が増加するとす

る調査結果を示している。
3.Obrinsky＆Walter(2016)：持続可能な要因によりエネルギーを節約できる集合住宅の場合、オーナーが光

熱費を個別に請求し、節約が容易に認識できる場合、賃借人は喜んで高い家賃
を支払うとする調査結果を公表している。

4.吉田（2022）：CASBEE認証の新築マンション価格は環境性能が1ランク高いと約4.7％高いこと、評価項
目の一つである「みどり・ヒートアイランド対策」が1ランク高いと約1.8％高いこと（大
阪市内）、CASBEEスコア「BEE値」が1ポイント高い新築マンション価格は約8.2％高いこ
と（横浜市内）を発見した。

5.佐野・安達・井上・今村（2023）：アンケート調査により、環境配慮型の不動産の還元利回りは0.1％下
がり、バリューは5％上がったのに対して、環境に配慮していない物件はバ
リューが下がるという結果となった。また、J-REIT物件の経費率・光熱費割合の
データによると、不動産の価値は、商業施設の場合は光熱費割合が高く1割程度
バリューが上がり、オフィスでも光熱費を下げると5％程度上がる。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（2）先行研究の紹介と分析
⑤市場滞留期間の短縮
1.Yuval Arbel, Danny Ben-Shahar, Sharon Horsky & Naor Versano（2020）：イスラエルのネタニアの1つの

地区に位置する6棟の新しく開発された高層マンション（そのうち3棟はグリーン認
証のマンション、3 棟は従来型の建築）において、各住戸の売却までの時間
（TTS）は従来型の構造と比較して大幅に短いことを発見した。開発者の資金調達
コストを考慮すると、その短いTTSは1%〜5%の間接価格プレミアムに相当するとの
興味深い研究結果といえよう。

2.RICS(英国王立チャータード・サーベイヤーズ協会： Royal Institution of Chartered Surveyors)  の発行す
る評価基準には、「売買に要する期間として、持続可能性やESG の特性が、不動産
の賃貸や売却にかかる時間の長さを決定する要因となる可能性がどの程度あるかを
検討する必要がある」旨が定められている。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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（3）先行研究を踏まえての私見・究明事項

米国等では、環境等に配慮した賃貸集合住宅における賃料プレミア厶及び売却プレミア厶の調査研究が行
われているが、日本ではオフィスビル等に比べ、賃貸住宅の調査研究が進んでいない。
そこで以下を究明課題として、アンケート調査及び募集賃料ベースでの市場調査を行った。
ここで、明らかにしたい内容は、賃借人は環境に配慮するという理由で高い賃料を支払うのか、そうでな
ければどのような理由で支払うのかということである。これを整理することで、その促進策も明確になる。

究明課題1：賃貸住宅の入居者（賃借人）は賃料が高くなった場合でも環境等に配慮した物件を賃借する
のか。つまり、建築費用が余分にかかる分を賃料と売却益で回収するというビジネスモデルは
成り立ちうるか。

究明課題2：日本の主要都市圏に所在する環境等に配慮した居住用賃料物件（ZEH基準を満たすものに限
定）は、類似のそれ以外の物件に比べ、賃料が高くなっているのか。

さらに、上記2点について収入の多寡により変化があるのかも併せて検討したい。

3．不動産の環境性能が賃料等の経済性に与える影響に関しての先行研究
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4．環境不動産アンケート調査

（1）調査方法
ESG不動産、特にE（環境）に配慮した投資用不動産に対する投資家目線の意識と賃借人目線の意識調査を行い、認証制度や優遇金利が投資を促す動
機となり得るのか否かを明らかにすることを目的としてアンケート調査を行っている。調査方法は、アンケート調査を専門に行うアイブリッジ株式
会社の開発するFREEASYというアンケートツールを利用し、国内1,300万人を超えるアンケートモニターを対象にインターネットで調査を実施した。
調査期間は2023年7月6日から2023年7月10日までの5日間で、それぞれの質問項目毎に人数の上限を定め、上限になった段階でインターネット上での
公開質問を終了する方法を採った。
アンケート調査概要とサンプルの基本属性
A. 環境配慮型の投資物件の経済効果に対する不動産投資家の意識調査
問1.環境性能を考慮する度合い
問2.環境配慮型の投資物件への改築または購入について最も重視する点
問3.環境配慮型の投資物件（ZEH等）の所有の有無
問4.環境配慮型の投資物件（ZEH等）の賃料設定

B. 環境配慮型物件に対する賃借人の意識調査
問5.環境配慮型の物件に対する関心度
問6.環境配慮型の物件を借りる上での重視する要因
問7.環境配慮型の物件の賃料設定に対する意識

Ｃ.環境配慮型物件に実際に入居する賃借人の意識調査
問8.環境配慮型の賃借物件の賃料額についての意識
問9.環境配慮型の賃借物件に対する満足度
問10.次に居住する建物についても環境配慮型の物件を選択するか否か
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（2）アンケート回答の単純集計

属性1 属性2
不動産投資家

（1,000人）

賃借人一般

（900人）

環境配慮型居住の賃借人

（120人）

年齢

10代 0.2% 0.7% 2.5%
20代 1.8% 7.1% 5.8%
30代 14.1% 24.8% 34.2%
40代 26.3% 30.7% 24.2%
50代 29.4% 25.6% 19.2%
60代以上 28.2% 11.2% 14.2%

性別
男性 73.7% 53.3% 54.2%
女性 26.3% 46.7% 45.8%

未既婚
未婚 26.8% 53.6% 34.2%
既婚 73.2% 46.4% 65.8%

子供有無
子供あり 68.7% 35.3% 55.0%
子供なし 31.3% 64.7% 45.0%

職業

会社員(正社員) 48.5% 43.4% 51.7%
会社員（契約・派遣社

員）
4.5% 7.0% 4.2%

経営者・役員 5.6% 1.6% 0.8%
公務員（教職員を除く） 3.5% 1.4% 5.8%
自営業 5.8% 4.7% 5.0%
自由業 1.7% 1.9% 4.2%
医師・医療関係者 1.0% 3.9% 0.0%
専業主婦 7.3% 9.4% 5.0%
学生 0.6% 1.3% 3.3%
パート・アルバイト 7.6% 12.7% 8.3%
無職 12.1% 10.8% 8.3%
その他 1.8% 1.9% 3.3%

サンプルの基本的属性
（表に示す数値はそれぞれの母数（括弧内に示す人数）に対する割合を示している。）

属性1 属性2
不動産投資家

（1,000人）

賃借人一般

（900人）

環境配慮型居住の賃借人

（120人）

業種

農業・林業・漁業・鉱業 1.4% 0.7% 1.7%
建設業 4.8% 5.6% 8.3%
製造業 15.1% 11.3% 10.8%
情報通信業 3.7% 4.1% 1.7%
金融・証券・保険業 4.9% 2.3% 5.0%
不動産業 3.7% 1.8% 2.5%
サービス業 10.7% 13.1% 14.2%
運送・輸送業 5.4% 5.6% 1.7%
電気・ガス・水道業 1.5% 1.0% 1.7%
商社・卸売り・小売業 5.6% 5.9% 7.5%
医療・福祉 6.1% 9.1% 7.5%
教育業 2.6% 3.0% 2.5%
出版・印刷業 0.9% 1.6% 0.0%
メディア・マスコミ・広告

業
0.2% 1.1% 0.0%

調査業・シンクタンク 0.1% 0.0% 0.0%
非営利団体 2.0% 0.9% 0.8%
その他 11.3% 11.4% 17.5%
勤めていない 20.0% 21.6% 16.7%

世帯年収

100万未満 5.3% 9.4% 13.3%
100万～200万未満 4.3% 8.2% 5.8%
200万～300万未満 6.6% 14.8% 8.3%
300万～400万未満 10.5% 17.7% 11.7%
400万～500万未満 10.3% 11.4% 13.3%
500万～600万未満 11.4% 9.7% 12.5%
600万～700万未満 8.3% 6.9% 5.8%
700万～800万未満 10.5% 5.2% 10.0%
800万～900万未満 6.1% 4.0% 3.3%
900万～1,000万未満 6.9% 4.9% 5.0%
1,000万～1,200万未満 7.9% 4.6% 6.7%
1,200万～1,500万未満 5.3% 1.3% 0.8%
1,500万～1,800万未満 1.7% 0.4% 1.7%
1,800万～2,000万未満 1.3% 0.6% 0.0%
2,000万以上 3.6% 0.9% 1.7%

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
A. 環境配慮型の投資物件の経済効果に対する不動産投資家の意識調査

問1.不動産の取得・賃貸等をする場合において不動産の環境性能を考慮する度合いはどの程度ですか。

回答 割合（％） 総計（人）
大いにある 7.3% 73

ある 20.7% 207
どちらともいえない 42.3% 423

ない 11.9% 119
全くない 17.8% 178

7.3% 20.7% 42.3% 11.9% 17.8%

大いにある ある どちらともいえない ない 全くない

問2.環境配慮型の投資物件への改築または購入について最も重視する点は次のうちどれですか。

要因 割合（％） 総計（人）
将来売却するときの価格 36.8% 368

入居率 18.3% 183
賃料 17.3% 173

社会的信用 10.2% 102
補助金 9.4% 94
光熱費 8.0% 80

36.8%

18.3%

17.3%

10.2%

9.4%

8.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

将来売却するときの価格

入居率

賃料

社会的信用

補助金

光熱費

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
A. 環境配慮型の投資物件の経済効果に対する不動産投資家の意識調査

問3.環境配慮型の投資物件（ZEH等）を所有していますか。

問4.環境配慮型の投資物件（ZEH等）は、その他の物件に比べて、賃料を高く設定していますか。

23.10%

76.90%

所有している

所有していない

回答 割合（％） 総計（人）

通常の物件より4～6％割高 42.0% 97

通常の物件より1～3％割高 34.2% 79

通常の物件と変わらない 15.6% 36
通常の物件より7～9％割高 6.9% 16

通常の物件より10％以上割高 1.3% 3

42%

34%

16%

7%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

通常の物件より4～6％割高

通常の物件より1～3％割高

通常の物件と変わらない

通常の物件より7～9％割高

通常の物件より10％以上割高

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
B. 環境配慮型物件に対する賃借人の意識調査
問5.環境配慮型の物件（太陽光パネル・二重窓等の省エ
ネタイプの建物）の賃借に関心がありますか。

問6.もし環境配慮型の物件を借りることを想定した場合、決定に際して最も重視する要因はどれですか。

賃借人に対するアンケート調査
現在賃貸物件に入居する900人を対象にアンケート調査を行い
以下の結果を得た。
この調査では、建物賃借人の環境配慮型の賃貸物件への関心度
及び同物件を選択する動機を明らかにすることを目的とする。

回答 割合（％） 総計（人）
既に入居している 3.1% 28
大いに関心がある 11.1% 100

関心がある 35.1% 316
関心がない 50.7% 456

3%

11% 35% 51%

既に入居している 大いに関心がある 関心がある 関心がない

決定要因
割合

（％）

総計

（人）
賃料 73.9% 665
光熱費 17.1% 154
最新の建築技術の利用 3.4% 31
近所や知人・親戚等に対する優越感 2.0% 18
二酸化炭素排出削減への社会的貢献 3.6% 32

73.9%

17.1%

3.4%

2.0%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

賃料

光熱費

最新の建築技術の利用

近所や知人・親戚等に対する優越感

二酸化炭素排出削減への社会的貢献

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
B. 環境配慮型物件に対する賃借人の意識調査
問7.環境配慮型の物件を借りる場合に、賃料が相場より割高になったとしても入居しますか。

回答 割合（％） 総計（人）

入居しない 45.8% 412
光熱費が安くなり、その分で高くなっ

た賃料分を賄えるなら入居したい
52.1% 469

高くても入居したい 2.1% 19

45.8%

52.1%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

入居しない

光熱費が安くなり、その分で高くなった賃料分を賄えるなら

入居したい

高くても入居したい

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
Ｃ.環境配慮型物件に実際に入居する賃借人の意識調査
問8.現在お住まいになっている環境配慮型の賃借物件の賃料に
ついてどう思いますか。

現在、環境配慮型の賃貸物件に入居する120人を対象にア
ンケート調査を行い以下の結果を得た。
この調査では、環境配慮型の賃貸物件にすでに入居してい
る賃借人の同建物に対する満足度を明らかにする。

回答 割合（％） 総計（人）

妥当 50.8% 61

高い 28.3% 34

高すぎる 14.2% 17

低い 6.7% 8

50.8%

28.3%

14.2%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

妥当

高い

高すぎる

低い

問9.現在お住まいになっている環境配慮型の賃借物件に満足していますか。
回答 割合（％） 総計（人）

非常に満足している 7.5% 9
満足している 40.8% 49

普通 34.2% 41
満足していない 15.0% 18

非常に不満である 2.5% 3

7.5% 40.8% 34.2% 15.0%

2.5%

非常に満足している 満足している 普通 満足していない 非常に不満である

4．環境不動産アンケート調査
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（2）アンケート回答の単純集計
Ｃ.環境配慮型物件に実際に入居する賃借人の意識調査
問10.次に居住する建物についても環境配慮型の物件を選択しますか。

回答 割合（％） 総計（人）

はい 49.2% 59
いいえ 20.8% 25

どちらでもよい 30.0% 36

49.2% 20.8% 30.0%

はい いいえ どちらでもよい

4．環境不動産アンケート調査



27

（2）アンケートクロス集計

4．環境不動産アンケート調査

N 賃料 光熱費
最新の建
築技術の
利用

近所や知
人・親戚
等に対す
る優越感

二酸化炭
素排出削
減への社
会的貢献

N 900 665 154 31 18 32
100.00% 73.90% 17.10% 3.40% 2.00% 3.60%

Q.貴方の年収を教え
て下さい。

203 163 26 5 5 4
100万円未満 100.00% 80.30% 12.80% 2.50% 2.50% 2.00%

234 174 42 6 5 7
100万円以上～300万
円未満 100.00% 74.40% 17.90% 2.60% 2.10% 3.00%

259 195 48 7 2 7
300万円以上～500万
円未満 100.00% 75.30% 18.50% 2.70% 0.80% 2.70%

106 68 21 8 2 7
500万円以上～700万
円未満 100.00% 64.20% 19.80% 7.50% 1.90% 6.60%

71 48 12 4 4 3
700万円以上～1,000
万円未満 100.00% 67.60% 16.90% 5.60% 5.60% 4.20%

16 11 4 0 0 1
1,000万円以上～
1,500万円未満 100.00% 68.80% 25.00% 0.00% 0.00% 6.30%

11 6 1 1 0 3
1,500万円以上 100.00% 54.50% 9.10% 9.10% 0.00% 27.30%

Q.もし環境配慮型の物件を借りることを想定した場合、決定に際して最も重視する要因はどれですか。

80.3%

74.4%

75.3%

64.2%

67.6%

68.8%

54.5%

12.8%

17.9%

18.5%

19.8%

16.9%

25.0%

9.1%

2.5%

2.6%

2.7%

7.5%

5.6%

0.0%

9.1%

2.5%

2.1%

0.8%

1.9%

5.6%

0.0%

0.0%

2.0%

3.0%

2.7%

6.6%

4.2%

6.3%

27.3%

1 0 0万円未満

1 0 0万円以上～3 0 0万円未満

3 0 0万円以上～5 0 0万円未満

5 0 0万円以上～7 0 0万円未満

7 0 0万円以上～1 , 0 0 0万円未満

1 , 0 0 0万円以上～1 , 5 0 0万円未満

1 , 5 0 0万円以上

賃料 光熱費
最新の建築技術の利用 近所や知人・親戚等に対する優越感
二酸化炭素排出削減への社会的貢献
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（2）アンケートクロス集計

4．環境不動産アンケート調査

Q.環境配慮型の物件（太陽光パネル・二重窓等の省エネタイプの建物）の賃借に関心がありますか。

3.4%

2.6%

4.2%

0.9%

2.8%

6.3%

0.0%

5.4%

11.1%

12.0%

14.2%

19.7%

18.8%

0.0%

37.9%

29.9%

37.5%

40.6%

31.0%

18.8%

36.4%

53.2%

56.4%

46.3%

44.3%

46.5%

56.3%

63.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100万円未満

100万円以上～300万円未満

300万円以上～500万円未満

500万円以上～700万円未満

700万円以上～1,000万円未満

1,000万円以上～1,500万円未満

1,500万円以上

既に入居している 28 3.1% 大いに関心がある 100 11.1% 関心がある 316 35.1% 関心がない 456 50.7%

N 既に入居
している

大いに関
心がある

関心があ
る

関心がな
い

N 900 28 100 316 456
100.0% 3.1% 11.1% 35.1% 50.7%

Q 貴方の年収を教え
て下さい。

100万円未満 203 7 11 77 108
100.0% 3.4% 5.4% 37.9% 53.2%

100万円以上～300
万円未満

234 6 26 70 132
100.0% 2.6% 11.1% 29.9% 56.4%

300万円以上～500
万円未満

259 11 31 97 120
100.0% 4.2% 12.0% 37.5% 46.3%

500万円以上～700
万円未満

106 1 15 43 47
100.0% 0.9% 14.2% 40.6% 44.3%

700万円以上～1,000
万円未満

71 2 14 22 33
100.0% 2.8% 19.7% 31.0% 46.5%

1,000万円以上～
1,500万円未満

16 1 3 3 9
100.0% 6.3% 18.8% 18.8% 56.3%

1,500万円以上 11 0 0 4 7
100.0% 0.0% 0.0% 36.4% 63.6%
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4．環境不動産アンケート調査

《賃借人側の分析》
〇賃借人は、賃料が高いからといってそのことが直ちに環境配慮型物件を選ばなくなるというわけではないこと。
〇光熱費の節約分で割高になる賃料増額部分を賄えるのであれば借りること。
〇ZEH賃貸住宅に住む賃借人の満足度は高めであること。

《究明課題について》
究明課題1：賃貸住宅の入居者（賃借人）は賃料が高くなった場合でも環境等に配慮した物件を賃借するのか。つまり、

建築費用が余分にかかる分を賃料と売却益で回収するというビジネスモデルは成り立ちうるか。

光熱費が安くなり、その分で高くなった賃料分を賄えるなら入居したいとする意見が最も多く、必ずしも賃料だけ
でなく、トータルでの出費で判断することがアンケート結果により明らかになった。
なお、賃借人は年収が高まることで、脱炭素・環境配慮に対する意識が高くなるという結果がでていることから、

目前の利益ではない環境への配慮は、自分の生活を圧迫してまで行えるものではないという当然の結果の現れといえ
よう。

この点については、脱炭素社会を実現するという直接的な目的ではないが、そこから派生するものとして、高断熱
の建物は居住者の健康に寄与するという研究結果もあり、これを強調することで入居率の高い賃貸住宅として価値の
向上が図れるものと思われる。また、周知のとおり、脱炭素社会実現に向けた建築基準法令の改正（2024年4月施行
部分）により、販売・賃貸事業者は、新築建築物の省エネ性能を広告等に表示することが義務付けられることも、後
押しすることに繋がるものと思われる。

（2）アンケート結果の分析
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（１）調査方法と目的
①調査研究の内容
宮城県、埼玉県、愛知県、大阪府、福岡県にある築5年以内の居住用賃貸物件の募集
賃料を調査した。

②目的
上記物件について、ESGにおけるE（脱炭素）及びS（断熱性・快適性）を実現する
ZEH基準を満たす賃貸物件と、満たさない賃貸物件で実質賃料に差が出ているのかを
把握することを目的とする。

③実質賃料（㎡単価）の算出方法
（賃料＋管理費・共益費）×契約年数 ＋敷金＋礼金＋更新料

契約年数×居住部分の面積



32

5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：宮城県・仙台市内・東照宮駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：1LDK～2LDK
専有面積：約45～80㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH3棟、ZEH以外4棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。
地域特性：仙台駅からも近く仙台の中心地
※ 駅及び所要時間による補正は、ライフルホームズがホームページで公開するAI賃料査定情報

を参考にしている。以下同じ。
ZEH平均 通常平均

3,039 2,299
（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で32.2％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352
&zoom=13&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352&zoom=13&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352&zoom=13&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：宮城県・仙台市内・北四番町駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：1LDK～2LDK
専有面積：約40～100㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH3棟、ZEH以外5棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。
地域特性：仙台駅からも近く仙台の中心地

ZEH平均 通常平均
2,708 2,654

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で2.0％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352
&zoom=13&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352&zoom=13&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=38.27148&lon=140.88352&zoom=13&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：埼玉県・浦和市内・北浦和駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：1LDK～2LDK
専有面積：約45～80㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH1棟、ZEH以外4棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。
地域特性：住宅街。さいたま市浦和区の中央に位置する。北浦和駅東口から近く、さいたま市立浦和中

学校・高等学校や浦和総合運動場（さいたま市営浦和球場）などが立地する。また、埼玉県立
浦和高等学校や駒場スタジアムも近隣に位置する。

ZEH平均 通常平均
3,170 3,128

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で1.34％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.87456&lon=139.64949
&zoom=14&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.87456&lon=139.64949&zoom=14&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.87456&lon=139.64949&zoom=14&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：愛知県・春日井市内・勝川駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：1LDK～2LDK
専有面積：約50～75㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH1棟、ZEH以外1棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。

地域特性：尾張地方東部にあり、名古屋市の北東に隣接する。地域によっては名古屋市の都心部
である栄や名駅まで30分前後で行けることもあり、同市のベッドタウンとされている。

ZEH平均 通常平均
2,075 1,905

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で8.9％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.23223&lon=136.95674
&zoom=13&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.23223&lon=136.95674&zoom=13&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.23223&lon=136.95674&zoom=13&maptype=basic
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（２）調査結果
条件等
地域：愛知県・名古屋市内・千種駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：2LDK
専有面積：約55～80㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH1棟、ZEH以外4棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。

地域特性：区の西部は名古屋を代表する繁華街の一つ。名古屋市東部の副都心である今池を中心とした
商業地区、今池の北側は千種公園や名古屋市立東部医療センターなどがある住宅地区である。

ZEH平均 通常平均
2,426 2,398

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で1.2％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.17307&lon=136.93504
&zoom=12&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.17307&lon=136.93504&zoom=12&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=35.17307&lon=136.93504&zoom=12&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：兵庫県・神戸市内・六甲駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：2LDK
専有面積：約55～65㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH2棟、ZEH以外1棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。

地域特性：豊かな自然や閑静な住宅街、文教エリアのある街。大学や美術館が多い文教エリアや六甲山
の山麓には閑静な住宅街が広がる。中央部には商店街も広がる。

ZEH平均 通常平均
3,116 2,494

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で24.9％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493
&zoom=14&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493&zoom=14&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493&zoom=14&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：大阪府・堺市内・新金岡駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：2LDK
専有面積：約55～70㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH2棟、ZEH以外4棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。

地域特性：北区は、堺市を構成する7行政区のうちのひとつ。堺市唯一の地下鉄（御堂筋線）が区内を通
り、同線が通る大阪高石線を中心にマンションが建設され、大阪市のベッドタウンとして人口が
増加している。 ZEH平均 通常平均

2,477 2,076
（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で19.3％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493
&zoom=14&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493&zoom=14&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=34.71960&lon=135.23493&zoom=14&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：福岡県・福岡市内・雑餉隈駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：2LDK
専有面積：約65～75㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH1棟、ZEH以外1棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。

地域特性：博多区は、福岡市を構成する7区の行政区の1つ。福岡県庁所在地。市内の主要インフ
ラ（博多駅・博多港・福岡空港）を抱え、国道3号が区内を縦断するなど、交通の中枢となる。

ZEH平均 通常平均
2,186 1,855

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で17.8％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55064&lon=130.46434
&zoom=13&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55064&lon=130.46434&zoom=13&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55064&lon=130.46434&zoom=13&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

（２）調査結果
条件等
地域：福岡県・福岡市内・大橋駅
調査時期：2024年2月～同年5月
構造：5階建て以下の鉄筋コンクリート造又は鉄骨造のマンション
間取り：2LDK
専有面積：約65～70㎡
築年数：築5年以内
対象物件数：ZEH1棟、ZEH以外2棟
方法：ペア分析。類似した条件の物件を比較した。
地域特性：福岡市の南部に位置し、春日市および那珂川市に接する。区域の大半が住宅地である。区の

中心は区役所や西鉄天神大牟田線大橋駅がある大橋地区で、この地域は商業地となっている。

ZEH平均 通常平均
2,535 2,177

（単位：円）

※ 実質賃料を駅・所要時間で補正した
上で1㎡単位あたりの賃料を計算した。
平均値で16.4％高い結果を得た。

出典）yahooJapanマップ
https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55981&lon=130.42717
&zoom=13&maptype=basic

https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55981&lon=130.42717&zoom=13&maptype=basic
https://map.yahoo.co.jp/?lat=33.55981&lon=130.42717&zoom=13&maptype=basic
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5.ZEH賃貸用マンションの賃料の調査結果

究明課題2：日本の主要都市圏に所在する環境等に配慮した居住用賃料物件（ZEH基準を満たすものに限定）は、類似
のそれ以外の物件に比べ、賃料が高くなっているのか。

地域により違いがあり、サンプル数も少ないが、ZEH基準を満たす賃貸住宅は、類似のそれ以外の物件に比べ、1.2〜
32.2%賃料を高めに設定していることが伺える。ただし、都心部等では逆転現象もみられる。

もしこれにより建築コスト分を賄うことができ、かつ、市場滞留期間を短くできるのであれば、賃貸人（投資家）向
けのアンケート結果にある、将来の売却価格、入居率、賃料という全体の72.4％を占める賃貸人側の意識とも合致し、
ZEH基準の賃貸住宅の普及は進む可能性が高いといえるが、そうでなければ、補助金や優遇金利等の促進策が必要と
なると思われる。

今後の課題

太陽光パネルの技術的信頼性、更なる技術革新、修繕費用の予測等も考慮した上での建築コストと、波及的な効果と
して、居住者の健康にもよい結果をもたらす住宅である点なども考慮し、より詳細なCVM調査及び供給者側のインタ
ビューを行い、きめ細かな調査研究を行い、ZEH基準賃貸住宅の普及策を検討したい。

（２）調査結果の分析
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